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中小企業の成長・発展に向けたイノベーション











































Birch, D. L. （1987） および Birch, D. L.・Hag-
gerty, A.・Parsons, W. （1994）は，1980 年代の
米国における中小企業（Small Firms）の割合
を調査し，米国総人口の約 51% が 500 人以下の
企業に雇用されている点を指摘している 30）。さ
らに，1989 年から1993 年において 全企業のう







ている間に，大企業（Large Firms）は 250 万も
の雇用を喪失していることを明らかになっている
31）。
一方，Dennis, W. J.・Phillips, B. D.・Starr, E. 
（1994） は，過去 25 年間における調査の結果，
当該産業分野において民間企業によって新規に




者 500 万人のうち，従業員 500 人以上の企業に
は 12,500 人，従業員 100 から 499 人までの企
業に約 80,000 人であり，残りの 98% は従業員
100 人以下の企業の経営者であるとし，米国に
おける中小企業の比重の高さを明らかにしてい




































Pavitt, K.・Robson, M.・Townsend, J. （1987） 





















第 2 の特徴としては，1,000 人から 9,999 人
規模といった中規模ユニットにおけるイノベー
ション発生率が突出して高い点である。1945


















一方，De Melto, D. P.・McMullen, K. E.・Wills, R. 
E. （1980） は，カナダ国内企業（外資系企業を除
く）を対象としたイノベーション発現に対する
企業規模の影響を調査した 36）。De Melto らは
企業規模を従業員数で規定したうえで，イノ
ベーションの input 要因として R&D 費用を，
output 要因として売上高をそれぞれ設定し，
売上高対 R&D 費用比率・雇用者 1 人あたりの
R&D 費用・R&D 研究者 1 人あたりの R&D 費
用をイノベーション件数に対する独立変数とし
た。その研究から企業規模が小さい方が売上高
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的に影響を及ぼさない人材（営業部門や管理部
門）が増加するために算出値が逓減していると
推察される。また，研究者 1 人あたりの R&D
費用が企業規模にほとんど依存していない点か
ら，企業規模が小さいほど R&D 活動に携わる

























Adams, W. J. （1970） は，1966 年のデータを
利用し，フランス企業を対象とした調査を行っ
ている。イノベーションの output 要因となる
売上高に対して，input 要因となる R&D 費用
の比率を調査することで，イノベーションの
実現可能性について検討している。Adams は
売上高対 R&D 費用を R&D 費用集約度として
捉え，企業におけるイノベーションプロセスの






























































































































































企業資金繰支援が行われ 2009（平成 21）年 10
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